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佐 藤 誠
1 事実の概要
本件は、取締役の任期を 10 年から 1 年に短縮する旨の定款変更決議が
成立したことにより変更前の任期途中で退任したとされ、再任されなかっ
た取締役らが、主位的には取締役としての地位の確認等を求め、予備的に





本件の被告 Y 株式会社 (以下、「Y 社」とする。) は、平成 7 年に訴外
Aにより設立された。Y 社は、会社法上の公開会社ではない会社にあた
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け、自己の経営する会計事務所において Y社の経理業務を受託した。そ
の後、さらに Aからの要請を受け、平成 10 年には Y 社の監査役に就任
した (在職期間平成 10 年 8 月 25 日より平成 20 年 5 月 24 日)。
本件のもう一人の原告X₂は、X₁の子であり、平成 18 年 9 月に Y社に
従業員として入社していた。
(2) 原告らの Y社取締役への就任から退任に至る経緯
平成 20 年 5 月 19 日から Aは末期の膵臓がんのため入院したが、万一
の場合に備えて、その妻である Dの生活や Y社の経営に必要な事項を決









当時、Y 社の発行済株式総数 1600 株中、1493 株を A が、残る 107 株を
Bが保有していた。
なお、Y社の取締役の任期については、平成 17 年改正会社法が施行さ
れて始めて開催された平成 18 年 8 月 30 日の Y社定時株主総会において、
取締役の任期を選任後 2 年以内から選任後 10 年以内に終了する事業年度
のうち最終のものに関する定時株主総会の終結時まで伸張する旨の定款変
更決議が行われていた。













し、平成 22 年 11 月及び 12 月には、B が原告 X₂に対して取締役から辞
任するよう求めたが、X₂はこれに応じなかった。




款変更」という。) の決議を行った。これにより、この時点で 1 年以上取




Y社は、平成 20 年 6 月分から平成 23 年 1 月分まで、毎月X₁につき 60
万円、X₂につき月額 29 万 5000円 (なお、X₂に対する実際の支給額は、













たことになるとしても、会社法 339 条 2 項の類推適用により、平成 23 年
1 月 21 日から本来の任期満了日である平成 28 年 6 月末日までの得べかり





( 1 ) 判時 2274 号 113頁 (LEX/DB 25530434)。本判例の評釈として、中村信
男「取締役の任期を短縮する定款変更による取締役の退任と会社法 339 条 2
項の類推適用 (商事法判例研究第 3回)」(法律のひろば 69 巻 3 号 64頁) お




( 2 ) 被告は、本件株主総会が物理的に開催されておらず本件取締役選任決議は
不存在である旨主張しているが、被告が平成 20 年 7 月以降は原告らが取締
役の地位にあることを前提として行動していたこと等諸般の事情からこの主
張は退けられている。
( 3 ) この際、X₂の株式取得費用 1000 万円はY社から借り入れたものであり、
X₂の給与から月額 10 万円ずつ相殺する形で返済することになっていた。し
かし、平成 23 年 1 月以降、X₂はこれを返済していない。
















るとされており (会社法 339 条 1 項)、他方、定款変更によって当然に退
任させられた取締役の保護は、解任の場合と同様に、損害賠償によって図
れば足りるというべきだからである。」
この結果、原告らは、平成 23 年 1 月 20 日の本件定款変更により当然に
退任したことになるとして、Y 社の取締役の地位にあることの確認請求
を退けた。
争点 (2) 原告らの会社法 339 条 2 項類推適用による損害賠償請求につい
て
本件のように任期を短縮する定款変更により、任期途中で退任すること
になった場合に、会社法 339 条 2 項の類推適用により損害賠償請求が可能
であるか否かについては、以下のように判示した。







由がある場合を除き、会社に対し、会社法 339 条 2 項の類推適用により、
再任されなかったことによって生じた損害の賠償を請求することができる
と解するべきである。」









日の翌日である平成 23 年 1 月 21 日から本件定款変更前の本来の任期の終
期である平成 28 年 6 月末日までの間の得べかりし取締役報酬相当額が損
害となる旨主張する」のに対して、次のように判示した。
｢しかしながら、平成 23 年 1 月から平成 28 年 6 月までの 5 年 5 か月以
上もの長期間にわたって、Y社の経営状況や Xらの取締役の職務内容に
変化がまったくないとは考えがたく、Xらが平成 28 年 6 月までの間に上
記の月額報酬を受領し続けることができたと推認することは困難であって、
その損害額の算定期間は、X らが退任した日の翌日から 2 年間に限定す
ることが相当である。
以上によれば、X らが取締役に再任されなかったことによって被った
損害額は、X₁につき 1440 万円 (60 万円×24 か月分)、X₂につき 708 万










































る (昭和 35 年 8 月 16 日付け法務省民事四第 146 号法務省民事局第四課長
心得回答参照)。
また，定款を変更して取締役の任期を伸長した場合には，現任の取締役


























たとえば、当初任期 10 年で取締役に就任し、1 年を経過したところで
定款変更により任期が 2年に短縮された場合は、当該取締役は、退任する
ことはなく、残り 1年の任期満了まで取締役の地位は継続するが、2年の
任期が満了した後再任されなくても会社法 339 条 2 項の類推適用はないで
あろう。本来の任期が 2 年とされ、これを満了したからである。他方、3
年経過してから任期が 2年に短縮された場合は、当然に退任となるが、本














い限り会社法 339 条 2 項の類推適用を認める。

















できること、③しかし、A の死亡後 B と X らとの間において Y 会社の
















に、通常の解任では会社法 339 条 2 項により法的補償を要するため、専ら
これを回避する目的で取締役の任期にかかる定款変更により退任処理がな
されるような脱法的事案に限り会社法 339 条 2 項を類推適用する考え方は
妥当であると考える。ただし、類推適用の基礎となる事情については、正
当な理由についての解釈と併せて精査しなければならないと考える。法的
補償を不要とする正当な理由が認められる場合に 339 条 2 項の類推適用を
認める実益はないからである。













款変更当時の株主構成は、Dが 600 株、Bが 600 株、Xらが併せて 400 株
であり、故 Aの妻 Dの保有する 600 株は実質的に子の Bが支配していた
と言えることから、B は実質的に Y社の総株主の議決権の 4分の 3 を支
配していたと認められる。よって、少なくとも Bが Xらを通常の手続に
より解任することは可能であったと言える。





































て、会社法 339 条 2 項を類推適用することが妥当であるといえる。































では、会社法 339 条 2 項の類推適用を認めつつ、会社の要賠償額の算定













この論理を素直に本件に当てはめると、Y 社が X らに賠償すべき額は、
取締役退任の日の翌日である平成 23 年 1 月 21 日から本件定款変更前の当











































































議の成立 (会社法 332 条 7 項 3 号)、②監査等委員会設置会社または指名
委員会等設置会社化する旨の定款変更決議の成立 (同項 1 号)、③監査等
委員会または指名委員会等を置く旨の定款の定めを廃止する定款変更決議
の成立 (同項 2号) である。
上述のように、これらはいずれも当該定款変更決議の成立によって取締
役の「任期が満了した」とみなされるのであって、形式的には、任期途中






















( 5 ) 取締役の報酬の変更について、最判平成 4 年 12 月 18 日 (判時 1459 号
153頁、判タ 818 号 94頁) 参照。




( 7 ) 平成 18 年 3 月 31 日付け法務省民商第 782 号法務局長・地方法務局長あて
法務省民事局通達「会社法の施行に伴う商業登記事務の取扱いについて」
(http : //www.moj.go.jp/MINJI/minji108.html)。
( 8 ) 前掲 (注 7) 第 2 部・第 3 機関・3 取締役及び代表取締役 (1) ウ任期
(ウ) 任期に係る定款の変更。





(11) 中村前掲 (注 1) 69頁。
(12) 同上。
(13) 同上 70頁。





いる。中村前掲 (注 1) 69頁参照。
(15) 任期短縮の定款変更に対立取締役の解任以外の正当な事業目的が認められ、
こちらが主要な目的である場合は、解任の正当理由までは必要なく当該取締
役を再任しない合理的な理由さえあれば、会社法 339 条 2 項の類推適用はさ
れないというべきである。








中で解任しても、会社は、会社法 339 条 2 項による損害賠償の義務を負わな
い以上、任期短縮の定款変更決議により取締役を退任させ、再任しなかった
としても、会社法 339 条 2 項の類推適用する実益はない。よって、会社が当
該取締役に解任を正当とする理由についての立証ができない場合に限り、会
社法 339 条 2 項の類推適用を認めるべきである。
(20) ｢会社法判例百選(第 2版)」(有斐閣 2011 年) 46 事件(96-97頁)近藤光
男解説、中村前掲 (注 1) 70頁参照。
(21) 最判昭和 57 年 1 月 21 日判時 1037 号 129頁 (LEX/DB27412089)。
(22) 中村前掲 (注 1) 68頁。
(23) 同上 71頁上段。
(24) 同上 71頁中段から下段。江頭前掲 (注 14) 399頁、岩原紳作編『会社
法コンメンタール第 7 巻』(商事法務、2013 年) 533頁 (加藤貴仁)。
(25) 近藤前掲 (注 20) 96頁。













指摘したように、会社法 332 条 7 項各号の定款変更は、取締役の任期を伸長
している会社では行えない以上、普通決議で多数派株主が解任しても会社法
339 条 2 項で賠償が必要となる残存任期中の報酬相当額は過大になるわけで
はなく、敢えて特別決議を要するこれら定款変更を行うことは通常考えにく
いのではないか。
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